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平成28年度「県民Ｗｅｂアンケート」結果の活用状況平成28年度「県民Ｗｅｂアンケート」結果の活用状況平成28年度「県民Ｗｅｂアンケート」結果の活用状況平成28年度「県民Ｗｅｂアンケート」結果の活用状況

　人口減少・少子高齢化などの社会情勢の下、奈良県内の住宅地や住まいの在り方も変化してきております。そのような中、県では「暮らしやすい奈良県」を実現するため、「奈良県住生活基本計画」の見直しなど検討・議論を進めているところです。　このアンケート調査では、「各ライフステージにおける住まいの在り方」「空き家」「中古住宅」などに対する皆様のお考えを伺い、暮らしやすい奈良県を実現するための取組の検討に活用させていただくものです。 C　今後、事業・施策を検討する際の参考 ・「奈良県住生活基本計画」及び「奈良県住生活ビジョン」の改定作業を行うにあたり、既存の統計調査結果等に加え、今回のアンケート結果を参考とし、施策の検討に役立てる。 住まいまちづくり課

A　実施中の事業・施策の改善 ・奈良マラソンの認知度は97.0％、大会開催の賛同は88.6％という結果となり、多くの県民の方に認知・賛同していただいていることがうかがえる。・また、「奈良マラソンについてどう思うか」については、「観光客や県内消費の拡大につながっている」、「冬のイベントとして定着している」という意見が多く、観光分野に影響を及ぼすイベントであると認知・期待されていることがうかがえる。・一方、「奈良マラソンにどのような形で参加したいか」については、23％の方が、「参加したいとは思わない」と回答している。　また、「今後してほしい取組」としては、「ＥＸＰＯの充実」、「家族みんなで参加できる種目・イベントの実施」が共に多数を占めている。　これら意見を踏まえながら、誰もが奈良マラソンに参加したく（関わりたく）なるような、より一層魅力ある大会づくりに努める。 スポーツ振興課（奈良マラソン実行委員会）
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アンケートのテーマ名 アンケートの目的 活用状況 活用状況詳細 課名

5555 県広報媒体利用状況について 　県では、広報誌、テレビ・ラジオ、インターネット、ＳＮＳやスマホアプリなど多様な媒体を利用して県政情報を発信しています。　今年度も引き続き、各世帯へ配布している県広報誌「県民だより奈良」や県ホームページ・ＳＮＳのほか、４月より始まった「ならフライデー９（ナイン）」などのテレビ放送の番組、７月より配信を始めたスマホアプリ「ナラプラス」などについて、認知度や閲覧（視聴）頻度を調査し、より一層の内容充実を図るためアンケートを行います。 A　実施中の事業・施策の改善 ・アンケート結果から、「県民だより奈良」については県政情報の入手媒体として定着していることがわかる。平成29年度においても読者を意識した読みやすい紙面づくりを目指す。・テレビ新番組については、認知度はまだ低い状況にあり、広報誌「県民だより奈良」や、フェイスブック、ホームページなど多様な媒体を活用して認知度の向上を図る。・ホームページについては、必要な情報に辿り着きにくい等の意見があり、今後も随時点検・改善を行い、必要な情報が入手しやすく、わかりやすいホームページづくりに努める。・フェイスブックについては、認知度はまだ低い状況にある。多様な県政広報媒体を活用して認知度の向上を図るとともに、内容の充実を図っていく。・H28年7月から配信を開始したスマホアプリについての認知度はまだ低い状態だが、同年11月には記事カテゴリーの増加や防災情報などの内容の充実を図っており、今後も認知度向上のため県民等への周知やニュース記事の充実を図る。 広報広聴課
古事記・日本書紀・万葉集についての認知度、興味度調査 　奈良県では、古事記完成1300年目にあたる2012年から、日本書紀完成1300年目にあたる2020年までの9年に及ぶ長期のスパンで、「記紀・万葉プロジェクト」を推進しています。そこで、古事記・日本書紀・万葉集について、皆様の認知度、興味度をお伺いしたいと思います。　このアンケートは平成22年度より同様の設問で実施しておりますが、経年による変化も把握したいと思いますので、過去のアンケートにお答えいただいた皆様も御協力をお願いいたします。

結婚支援について 　奈良県では結婚の希望の実現を少子化対策の大きなテーマととらえております。「結婚支援の方向性」について皆様のご意見をお伺いし、今後の本県における施策の参考にさせていただきたいと思いますので、ご協力よろしくお願いいたします。 B　現在、検討している事業・施策の参考 アンケート結果を受け、下記のとおり新たな施策展開に反映する予定。①社会全体での結婚を支援する方法として最も有効なものは何かとの問いに最も多い回答は「独身者同士の出会いを目的としたイベントを増やす」であった。29年度に開催する企業や団体、市町村、なら結婚応援団員等との連携会議の場を通じて、出会いイベントに係るノウハウの共有等を行い、出会いイベントがより多く実施されるよう努める。②企業が従業員の結婚支援を行う際、何が最も必要と考えるかとの問いに回答が多かったのが「ワーク・ライフバランスの推進」と「企業同士が連携して実施する出会いイベント」であった。29年度に、企業や団体等に従業員等に対して結婚応援の取り組みを具体的に実施して頂けるよう働きかけることとしており、その際にこの回答結果を念頭に置いて実施する。③奈良県が結婚支援を行う際、何が最も必要と考えるかとの問いに最も多い回答は「出会いイベントやセミナーの情報発信」であった。29年度はこれまで実施している「なら結婚応援団」によるイベントの情報発信について、手法を見直し、一層強化する。 女性活躍推進課会員数 回収率回収数アンケート実施期間
人権に関する意識調査 　奈良県では、平成２０年度に県内在住の２０歳以上の男女を、平成２３年度に県内在住の満１５歳以上満１９歳以下の男女を対象に人権に関する意識調査を実施しました。　これらの意識調査から５年以上が経過したことに伴い、改めて現状を把握し、「人権を尊重したまちづくり」のための施策を推進するため、当時の調査項目のいくつかも含めて今回アンケートを実施することといたしました。2222

3333 奈良マラソンに関する県民意識調査 県民の皆様のご理解のもと、今後もより良い大会運営ができますよう、昨年度に引き続き大会に対する県民の皆様の認知度や意識を調査します。（大会概要）・詳細は奈良マラソンホームページによる。・2010年に平城遷都1300年を記念に開催し、今年は第７回目。・開催日は、１２月１０日（土）、１１日（日）の２日間。・市民参加型の公認フルマラソン、１０ｋｍ、親子でも楽しめる３ｋｍジョギングの３種目を実施。・奈良公園や平城宮跡、興福寺、東大寺、春日大社といった世界遺産の社寺など、奈良が世界に誇る数々のロケーションをコースに取り入れている。（コース：http://www.nara-marathon.jp/course.html）・海外の方も参加でき、昨年大会は４００人以上が参加。・スペシャルゲストは、有森裕子さん。・メイン会場の奈良市鴻ノ池運動公園では、奈良の魅力満載の飲食店・お土産店などが建ち並ぶブースやステージイベントのあるＥＸＰＯを開催。・通年の取組としてランニング教室を開催。
A　実施中の事業・施策の改善C　今後、事業・施策を検討する際の参考 ・人権に関するイベントの認知度を増すため、イベントの実施にあたっては、アンケート結果を参考に県や市町村の広報誌やポスター・ちらしでの広報に積極的に取り組んだ。・人権を尊重した社会づくりを目指すため、アンケート結果を現状分析の資料として人権に関する施策の課題を明確化にし、今後の施策の推進に役立てる。

自主防災の取り組みについて 　近年、全国各地で自然災害が多発しており、奈良県でもいつ大きな災害に見舞われるかわかりません。災害が起きたときに必要な助けや支援には、「自らの身は自分で守る『自助』」、「自分たちの住んでいる地域は自分たちで守る『共助』」、「自治体や消防団､自衛隊などの『公助』」の３つがあります。阪神･淡路大震災では救出された人のうち約98％が自助･共助によるものでした。また、熊本地震でも自助･共助の大切さが再認識されたところです。　そこで、自主防災活動についての意識や取組の実態を把握するとともに、意識や取組を高めるために必要な支援･施策検討の参考とするため、調査を実施します。 C　今後、事業・施策を検討する際の参考 ・奈良県民の防災に対する意識や具体的な取組等について実態を把握することができた。特に内閣府が実施した同調査結果との比較により、地縁グループへの期待が高いこと、備えのコストや機会に課題があることなどが明らかになった。・結果を踏まえ、なら県政出前トークや安全･安心まちづくりアドバイザー派遣、自主防災訓練支援事業等の機会を通じ、更なる防災意識高揚や対応策の普及･定着を働きかける。・調査結果について、安全・安心まちづくりアドバイザー（68人）や防災士会（381人）、市町村などと情報共有し、各地域･団体での防災活動に活かしてもらう。・奈良県内の自主防災組織率は75.9%であるが、自分の住む地域に自主防災組織があるかどうかわからないという回答(41.9%)が多く、共助の要となる自主防災組織の結成･活性化､活動の見える化などについて働きかける。・防災情報の媒体としてＩＣＴを挙げる人が多かったので、今後、研修や資料配付、パネル･ＤＶＤの貸出とあわせ、ホームページやＷｅｂ通信などによる防災意識啓発や事前対策､対処ノウハウの普及に努める。

4444 奈良の生物多様性について

12121212 労働委員会制度の認知度調査 　労働委員会について、広く県民に周知を図りたいと思っていますが、現在、どれだけの方に認知いただいているか、周知PR方法が適切になされているか等を前回比較しながら確認したいと考えています。 A　実施中の事業・施策の改善 ･アンケート結果から、平成26年実施時とほぼ横ばい状態の認知度であることが解った。・今後も、労動委員会の活動を広く県民に周知する必要性を確認し、今後の周知活動の指標として活用して参りたい。 労働委員会事務局

C　今後、事業・施策を検討する際の参考 文化資源活用課平成22年度から同じ設問によるアンケートを実施し、「記紀・万葉」に関する県民機運の変化を調査。7年分のデータ蓄積によって、県民の認知度、興味度等がより鮮明になり、また、記述式回答にも積極的にご意見をいただき、今後の広報や事業展開を考える際の参考となっています。・アンケートのご意見を参考に、「日本書紀を語る講演会」のエクスカーション資料（ウォーキングマップ）を後日ＨＰでダウンロードできるよう改善を図ります。・ゲーム感覚で参加できるイベントなど、若年層へ訴求する広報、事業を検討します。奈良県の住まいに関する意識調査77778888

11111111 県内の公共交通に対する満足度に関するアンケート 　奈良県では、効率的で持続可能な地域公共交通の確保に向けて、県、市町村、交通事業者等で構成される奈良県地域交通改善協議会において、毎年の利用状況等に基づいて路線バスの運行計画の見直しを行うなど継続的に改善に取り組んでいます。　改善効果の検証や更なる改善策の検討のために、公共交通に対する満足度や様々な利用目的・形態を踏まえた移動ニーズを継続的に把握することが必要であると考えており、県民の皆さまのご協力を頂き、今後の検討に際しての基礎資料とさせていただきたいと考えております。 A　実施中の事業・施策の改善10101010 救急電話相談に関する調査 　奈良県では、「救急車を呼んだ方が良いのか」、「直ぐに医療機関への受診が必要かどうか」、「応急手当の方法が知りたい」などの相談に、看護師や相談員が電話で対応する相談窓口（奈良県救急安心センター相談ダイヤル：♯７１１９）を２４時間体制で開設しています。　本電話相談窓口については、昨年度にもアンケート調査を実施しておりますが、今回はその後の普及啓発活動の効果、利用目的、満足度等について調査し、今後の普及啓発及び業務改善の参考にするものです。 A　実施中の事業・施策の改善 ・公共交通の利便性満足度は、公共交通に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とした「奈良県公共交通基本計画」や、地域全体を見渡した総合的な交通ネットワークの形成を図ることを目的とした「奈良県地域公共交通網形成計画」において、評価指標に位置づけており、今後の満足度の改善状況のモニタリングに活用させていただきます。・各設問でいただいた意見については、奈良県地域交通改善協議会などの場において、県のみならず、市町村、交通事業者等と共有し、地域における公共交通のあり方の検討に活用させていただきます。 地域医療連携課・アンケート結果については、平成29年3月22日開催の奈良県救急安心センター事業検証会にて報告を予定。・アンケート結果からは、「♯７１１９」の認知度が47%と平成27年度の46%から僅かに上昇していることがわかるが、依然として高い水準とは言えないため、今後も積極的に広報・啓発活動を継続していく。また、利用者のうち電話相談の結果について「適切だった」と回答した割合は71%であったが、平成27年度より低下していることから、事業内容について逐次検討を行い、さらなる充実・改善を図っていく。
9999 「奈良の木」について、お聞きします。 　奈良県では、林業の採算性の低下等から木材利用量が減少するとともに、手入れが行き届かずに放置される森林が増え、間伐等が行われていない不健康な森林が増えている状況です。　人の手によって植えられたヒノキやスギの人工林では、手入れを適切に行わないと、二酸化炭素の吸収や土砂災害防止機能といった森林の持つ多くの機能を十分に発揮できないことをご存知でしょうか？ここで皆さんにお聞きします。 C　今後、事業・施策を検討する際の参考 ・アンケート結果から、「奈良の木」については、まだまだ浸透不足であり、さらに広報・PR等が必要だということを実感。県政情報の一番のツールである「県民だより奈良」にも掲載していただいたり、テレビ放映など、様々な手法を用いてPRするも知名度はあがらず、さらなる方法を探し進めていくことする。・今回の結果により、奈良県産材を使いたいと多くの県民の方々がおっしゃっていただいているということを糧に、例えば、「奈良の木ブランド課」独自のホームページを出すなどの展開を図っていきたい。・ただ、奈良県産材は品質が良いということを売りにしているところであるが、高くても買うかという設問に対し、「いいえ」という回答が多かったこと、「奈良の木」の認知度がまだまだ低かったことなどを踏まえ、今後は、ホームページ(ポータルサイトを充実させる)を軸とし、戦略的にPRを進めていくこととする。・そのためには、SNSとの連携や外国語対応、メディアへの露出を図ってまいりたい。

　平素より、県の自然環境の保全にご協力いただき、ありがとうございます。　県では平成25年3月に生物多様性なら戦略を策定いたしました。戦略では、生物多様性への認知度を高めることを目標の１つに掲げております。そこで、昨年度と同様に皆様の生物多様性に対する意識や認知度について現状を把握するためアンケートを実施し、今後の取組に活用させていただきたいと考えております。また、今年度は外来種についても併せてお聞きします。　ご多用のところ恐れ入りますが、ご協力のほど、よろしくお願いいたします。 C　今後、事業・施策を検討する際の参考 　アンケートの結果より、県の自然に対する関心や生物多様性保全の重要性の認識は十分あるものの、生物多様性への認知度は未だ低いことが明らかになったため、引き続きイベント等の普及啓発を通じて生物多様性の認知度向上を図る。　また、外来種対策については外来種の見分け方や法律等の周知が必要という回答が多かったため、今後、ホームページ等で周知していく。 景観・自然環境課
安全･安心まちづくり推進課

人権施策課

地域交通課
奈良の木ブランド課


